
 1. 継続事業の前提に関する注記

該当なし

 2. 重要な会計方針

（1）計算方式　　　　　　　　　　社会福祉法人新会計基準

（2）減価償却の計算方式　　　　　定額法

（3）貯蔵品の評価方法　　　　　　最終仕入原価法

（4）退職給与引当金の計算基準　　職員の退職金支給に備えるため、全国社会福祉協議会が実施主体と

なる全国社会福祉団体職員手当積立基金により計算した退職給与引当金を計上している。

 3. 重要な会計方針の変更

該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度

（1）全国社会福祉団体職員退職手当積立基金

（2）独立行政法人福祉医療機構退職手当共済

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

（1）計算書類

　　 a.資金収支計算書　　

     b.事業活動計算書

     c.貸借対照表

（2）拠点区分

　　 a.地域福祉推進事業拠点区分

　　 b.介護保険事業拠点区分

　　 c.障害者総合支援事業拠点区分

（3）サービス区分

　　 a.法人運営事業　      j.訪問介護事業　

　　 b.ボランティアセンター事業　      k.居宅介護支援事業　

     c.地域福祉事業　      l.居宅介護等事業

     d.生活困窮者自立支援事業      m.重度訪問介護事業　

　　 e.第2層生活支援体制整備事業      n.行動援護事業　

   　f.日常生活自立支援事業　      o.相談支援事業　

     g.生活福祉資金貸付事業　      p.移動支援事業　

     h.善意銀行運営事業　      q.虐待防止センター受託事業　 

     i.共同募金助成事業　      r.なでしこデイサービスセンター事業

 6. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

土地

建物

定期預金

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

 8. 担保に供している資産

該当なし

14,261,226

62,936,224

4,000,000

0

14,261,226

66,350,511

4,000,000

0

0

0

3,414,287

0

3,414,287合計 81,197,45084,611,737

計算書類に対する注記(法人全体用)

当期増加額 当期減少額 当期末残高基本財産の種類

0

前期末残高



 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

12. 関連当事者との取引の内容

該当なし

13. 重要な偶発債務

該当なし

14. 重要な後発事象

該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす

るために必要な事項

該当なし

未収補助金

未収受託金

短期貸付金

長期貸付金

45,053,703合計

小計

合計

小計

その他の固定資産

建物

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

基本財産

建物

事業未収金

500,000

45,053,703

0

0

0

0

0

0

26,998,092

4,278,000

12,523,410

754,201

当期3月末残高

徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高債権額

18,405,329

88,681,680

取得価額 減価償却累計額

500,000

26,998,092

4,278,000

12,523,410

754,201

1,709,521

170,100

2,144,975

7,023,459

70,276,351

70,276,351

7,357,274

70,293,498

11,048,055

18,388,182

62,936,224

62,936,224

3,621,683

102,060

481,525

3,152,006

7,340,127

7,340,127

5,331,204

272,160

2,626,500

10,175,465


